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　課題だった来店するお客様への     
　アプローチと情報の統制

　金融機関ではここ数年、大型液晶ディ
スプレイなどを利用し、新サービスの案
内・お得なキャンペーンや、表示義務のあ
る店頭金利などを来店するお客様へ分り
やすくアピールできる表示システムの導
入が急速に普及してきました。JAにおい
ても店頭でのお客様に対するサービス案
内などの情報提供力が重要と考えられて
おり、事業推進を図るために特徴のある
サービスやメニューをお客様へ効率的に
お知らせし、認知度を高めることが不可欠
と考えられています。また、他の金融機関
と同様に、店頭金利の表示が法的に義務
付けられていますが、多くのJAでは本店か
ら各店舗へ金利情報の記載された用紙
がFAXなどで配布され、それを手張りで掲
示する、あるいはマグネットボードに表示
するなどの対応をしていました。しかし、手
作業による店頭表示ではヒューマンエラー

（表示漏れ、表示ミス）を引き起こす可能
性があり、確実な情報表示への統制が出
来ているとは言えませんでした。今日では
監督機関などから内部統制・情報統制の
強化が求められており、この点においても
対策が必要となっていました（図-1）。
　今回、当社のアライアンスパートナであ
り、都道府県ごとにあるJAグループのネッ
トワーク設計・構築を担当している㈱タイ
ネットと連携し、各県のJAグループへ情報
表示システムの導入提案をしました。JA

は金融事業だけでなく、農産物の流通・
販売や肥料や農耕機材などの生産資材
の供給といった経済事業、共済事業など
多くの事業を手がけています。それらの取
扱商品やサービスを、より多くの人に利用
していただくかが重要であり、農業従事者
が大半で、高年齢層の方が多いお客様
へいかに分りやすく、効果的に情報を伝
え訴求力を高めるかが課題でした。店頭
にはカタログやパンフレットなどが用意さ
れてはいますが、なかなか手にしてもらえ
ないまま陳腐化してしまうのが実情のよう
です。このシステムの導入により、情報提
供力の向上はもと
より、サービスを分
りやすくすることが
できました。また、カ
タログやパンフレッ
トの制作量を減ら
すなど、広報費の
削減にも繋がって
います。紙ベースで

は制作の手間や時間も多くかかり、さらに
はコストも馬鹿になりません。一番の効果
は、企画立案から情報発信までのスピー
ド化ができたところが大きいとの評価をい
ただいています（図-2）。

　 県単位の電算センターで一括
　 運用、各店舗の手間は一切不要

　このシステムの大きな特徴は、県内全
JAの専用ネットワークや情報システムの
構築・運用を担当する電算センターに、統
合サーバを設置する構成を採用したこと

最近、金融機関などの店頭では液晶ディスプレイなどを用い、さまざまな情報を案内・提供する表示システムが普及
しています。正確で素早く情報を表示できるため近年求められている情報のスピード化、情報の統制強化を図れるこ
とに加え、豊かなビジュアル表現によって見た目にも分りやすく商品やサービスの訴求を効果的に行えることができ
ます。今回当社では、金融事業の他、共済事業（保険）、経済事業（販売・購買）など幅広い商品やサービスを展開
するJAグループ茨城県へ、情報表示システムを提案しました。マルチユーザ対応により初期コスト負担の軽減と、セ
ンター集中管理による運用を実現したところが特徴です。

ユーザ事例

JAグループ茨城県の金融店舗へ「情報表示システム」を導入
来店するお客様へJAが提供するサービスの認知向上と
情報統制に効果

株式会社茨城県農協電算センター 様

★ご提案の目的
本システムでは下記の四つのポイントをキーワードとしご提案させていただきます。

■金利情報やサービス案内
　など、お客様へ公知する
　情報の統制強化。
　（内部統制の強化）

■ビジュアル化により店舗内の
　イメージが向上。
■来店者へ好印象
　※導入店舗では好感を得ている。

■ＪＡの提供するサービスの
　情報提供量を拡大。これに 
   よるＪＡ事業の向上を図る。
　 （アピール増→
　　　　　サービス利用増）

■金融取扱事業者として店頭金利
　の確実な表示義務の履行。
■ヒューマンエラーの防止。
　（表示漏れ、表示ミスの防止）
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現行の運用 課　題 解決策／ニーズ
手書き、磁石ボード、赤色電光表示
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（ヒューマンエラー）
・電光式はコスト
　が割高

・お客様が来店する
  もチャンス喪失
・情報発信が少ない

・紙式ではコスト
パフォーマンスが低い
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 窓口相談

カタログの
　配布や据え置き

陳腐化が早い

・お客様への情報発信の量
　が少ない。
・情報統制が取れていない。
  表示漏れ、表示ミスなど人
  的事故が発生。
・相談コーナーの稼働率が
  低い。
・サービス案内を行うが現
  行ではお客様になかなか
  気付いてもらえない。
・カタログやパンフをコーナ
　ーへ据え置くも手にして
  もらえない
（陳腐化が早く効果が低い）

★顧客の視線を引き付けたい
　・気付いてもらうためのビジュアル化
　　への対応をしたい。

★多く情報を発信したい
　・各種サービス情報をもっと多く発信
　　しお客様へ知ってもらいたい。

★情報の統制強化。
　・情報の公開義務とその情報統制
　  を確実に行いたい

★提供情報のスピード化。
　・旬な情報を素早く提供したい。

★広告コストの有効活用
　・効率のよい広報媒体へチェンジしたい
     パンフやポスターを減らしパフォー
     マンスの高い媒体を用いたい。

お客様へのアプローチ強化が最大の目的！！

図-2　システムの目的

図-1　導入の背景
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客様に情報を素早く効果的に届けられる
ことが大きなポイントとなっています。
　導入開始から２年以上の実績があり、
複数県の JAグループに採用いただいて
います。 JAグループの利用シーンに合っ
た「マルチユーザ対応システム」は、他社
製品には見られないため、この点が評価
され本システムを採用していただく決め手
となっています。今後はさらに他県に拡販
し、 JAのサービスのアピール強化策や内
部統制推進などのお手伝いをしていきた
いと考えています。また、音声や動画をふ
んだんに活用したいという要望もいただ
いており、そのような機能強化も図ってい
きます。
　このほかに、 JAグループ以外のお客様
からの問合せも多く寄せられています。た
とえば、自治体でのインフォメーション用、
大学などでの教室や担当講師案内で利
用したい、また、民間では空港ロビーでの
観光案内用、地下街や百貨店などでの広
告用といったように活用ニーズも高まって
いて、さらに幅広い分野への展開が可能
であると考えています。

(SIソリューション営業事業部　小島 学)

にあります。従来のシステム構成では、県
内にあるJAごとにサーバシステムを構築
し、システム運用に、専任担当者を置く必
要がありました。一方、本システムでは独
自機能である「マルチユーザ対応システ
ム」を導入したことにより、電算センターで
の集中管理が行えるようになりました。こ
れにより初期にかかる設備コストはもちろ
ん、継続的なシステム運用費も大幅に軽
減できるようになりました（図-3）。
　県内各JAの本店では、表示したいコン
テンツ（表示する番組）の概要を電算セン
ターにリクエストします。それを受けた電算
センターでは、担当者が汎用的な描画ソ
フトを使ってコンテンツを作成し、配信日
時等をセットします。これによって、コンテン
ツのデータが該当する本店・支店の制御
装置に送信され、自動的に店頭のディスプ
レイに表示されます。また、配信した結果
や送信履歴ログの採取や、各店頭に設置
してある制御装置の状態確認もセンター
サーバより確認することができます。
　都銀、信金やゆうちょ銀行などでは、全
ての店舗で表示するコンテンツや店頭金
利は共通ですが、JAの場合は団体名も異
なり、店頭金利も個別で定めています。し
たがって、変動する金利情報については
電算センター側では登録せず、各 JAの本
店担当者より遠隔登録ができるようにして
います。これも、利用者側の実務にフィット
した機能を当社で独自に盛り込んだもの
です。入力は既存PCのWebブラウザから
可能で、不正アクセスや改ざんを防止する

ためログイン時のセキュリティにも配慮し
ています。
　各店舗でのシステムの操作はまったく
行う必要がなく、タイムスケジュールに従っ
て自動的に稼動と停止を行える仕組みと
なっており、操作不要という点でも好評を
得ています。
　また、茨城県農協電算センターでは、 
取引先企業などからのCMを試験的に配
信し、広告収入を得ています。この収入は
各JAへの還元策として、システム利用料
などの負担軽減を図るなど、他県の JAグ
ループからも新たなサービス手法として注
目されています。

　需要の掘り起こしに確かな手応え 

　既に導入した店舗を調査したところ、
総じて「良かった」「効果が出ている」との
声をいただいています。具体的には、個人
国債などの金融商品を取り扱っているこ
とが伝わったことで「農協で国債が買え
るとは知らなかった、詳しく教えてほしい」
といった反応が得られたり、広告表示し
た農耕機械や肥料などについての引き合
いが増えたりと、事業収益に直接つなが
る効果があるとの調査結果が得られてい
ます。店舗のイメージアップにもつながっ
ているほか、広報予算をカタログやパンフ
レット制作費から本システムの維持費へ
振り替えるなど、ＰＲ活動自体が従来とは
変化してきたようです。表示システムへの
移行でスピード化とコスト削減を図り、お

お客様からのコメント
　今回のシステム導入により、既存ネットワー
クの有効活用はもとより、今までにないスタ
イルの情報配信サービスが開始できたと感
じています。当電算センターではJAグループ
茨城県の各組織に対して、情報通信用ネッ
トワークの構築や運用・監視、各種のシステ
ムの設計・開発など、IT分野における広範囲
なサービスを提供しています。今回はサービ
スシステムの構築だけに留まらず、番組の制
作・配信までを行うなど、新たな形態のサー
ビスができるようになったのが一番の効果と
思っています。まだ、始めたばかりですがユー
ザの反応は上々です。今後は、コンテンツプ
ラン（提供する番組）を創意・工夫しながら、
更に充実した情報提供サービスへと拡大さ
せて行きたいと考えています。なお、ご提供い
ただくベンダに対してもシステムへの機能強
化や拡張など、大いに期待をしたいと考えて
います。
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★基本的なシステムの構成図
JAグループ様でご採用いただいている標準的な構成例です
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図-3　システムの構成


